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特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

（平成 16 年５月７日 衆議院・経済産業委員会） 
 

 政府は、知財立国の推進が我が国の喫緊の課題であることにかんがみ、本法施行に

当たって、次の諸点について適切な措置を講ずべきである。 
 
 一 特許の審査待ち期間ゼロを目指し、今後とも任期付き審査官増員など審査体制

の整備に努めること。その際、審査待ち期間短縮に関する目標・計画を策定する

とともに、これを定期的に評価し、前倒しで実現できるよう努めること。 
 二 今回の改正を踏まえ、弁理士の更なる活用を図るとともに、審査処理のアウト

ソーシングを進め、審査待ち案件を減少させる観点から、多くの民間機関が新た

な登録機関として参入するよう積極的に支援すること。 
 三 職務発明については、事例集の作成などにより企業における職務発明規定の整

備を促進すること。その際、労働協約が職務発明規定を定める有力な方策の一つ

であることにかんがみ、事例集の策定に当たりこの点を反映すること。 
   また、今回の改正の考え方を関係各方面に周知し、既存案件の場合でも円滑な

解決が可能となるよう努めること。 
 四 特許審査の迅速化を始め知財政策の改革の効果が中小企業にとっても十分活

用できるよう、中小企業の人材育成への支援等総合的な支援策の強化に努めるこ

と。 
   特に、職務発明規定の整備は中小企業にとっても大きな課題であることから、

このための中小企業への相談・支援体制を充実すること。 
 五 実用新案制度については、今回の改正による魅力の向上について企業関係者に

周知徹底し、同制度が十分利用されるよう努めること。 
 六 企業の研究効率の向上に資するよう特許庁の有する特許情報の対外提供サー

ビスの一層の充実を図ること。 
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特許審査の迅速化等のための特許法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 
（平成１６年５月２７日 参議院・経済産業委員会） 

 
 政府は、本法施行に当たり、次の諸点について適切な処置を構ずべきである。 
 
一 技術開発の活性化及び重複研究の回避等によりわが国産業の国際競争力を強化

するためには、発明の早期権利化が重要であることにかんがみ、特許の審査待ち期

間ゼロを目指した中・長期目標を設定するとともに、これらの目標を早期に実現す

るよう努めること。 
二 審査待ち案件を減少させる観点から、特許審査官及び任期付き審査官の増員、外

部人材の一層の活用など審査体制の整備に努めるとともに、多くの民間機関が新た

な登録機関として参入できるよう、アウトソーシングの拡充に向けた環境整備に努

めること。 
三 職務発明については、使用者と従業者等との間で行われる協議など適正な手続き

を踏まえた職務発明規定が企業において整備されるよう、その促進に努めること。 
  また、今回の改正の趣旨を関係各方面に周知し、適正な手続きを踏まえた職務発

明規定が成立している場合にはその内容が十分尊重されるとともに、既存案件につ

いては円滑な問題解決が可能となるよう努めること。 
四 特許審査の迅速化を始め知的財産政策の効果が中小企業に十分もたらされるよ

う、中小企業の人材育成支援の強化に努めるとともに、弁理士の活用を図ること。

また、職務発明規定の整備に当たっては、中小企業への相談・支援体制を充実する

こと。 
 
 


